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第１章 計画の概要。。。。。。。。。。。。。ｋｋｋｋｋｋｋ       

                                   

近年、少子高齢化による人口減少社会への移行や世帯構成の多様化、既存建築物の老朽

化など、社会情勢や環境の変化に伴い、全国的に空家等が増加傾向にあります。 

また、空家等の所有者の高齢化や相続手続きの複雑化などに起因し、居住や使用がされ

ていない状態から適切に管理されていない空家等が増加し、社会問題として深刻化してい

ます。 

管理が不十分な空家等は、老朽化が進行し、建築物の倒壊や火災の発生につながる恐れ

があるほか、犯罪の温床などによる治安の悪化、廃棄物の不法投棄による悪臭の発生や公

衆衛生・景観の悪化など、多岐に渡り周辺の生活環境に悪影響を及ぼす可能性があり、空

家等の対策は喫緊の課題となっています。 

こうした空家等を取り巻く課題に対応するため、平成２７年５月に「空家等対策の推進

に関する特別措置法（以下「法」という。）」が完全施行され、行政の責務として、空家等に

関する対策の実施や必要な措置を講じる旨の基本方針が国から示され、国の基本方針に基

づき、本市においては、平成２９年１月に「恵庭市空家等対策協議会」を設置するととも

に「恵庭市空家等対策計画」を策定し、市内の空家等の実態把握や所有者及び管理者（以

下「所有者等」という。）に対するアンケート調査を行うなど、今後の空家等の管理等につ

いての意向の把握に努めながら、適正管理の推進を図ってきました。 

また、令和元年 12 月には、法の適正な運用と法に定めのない必要な措置が講じられる

よう、「恵庭市空家等の適正な管理に関する条例（以下「条例」という。）」を制定するとと

もに、特定空家等の認定や措置に係る協議を行う機関として、令和 2 年度に「恵庭市空家

等対策審議会」を設置し、一層の空家等対策に取り組んできたところです。 

しかしながら今後も、社会情勢や環境の変化に伴い、空家等の増加が予測され、より複

雑化、深刻化が懸念される課題に対応するために、「第５期恵庭市総合計画後期基本計画」

をはじめ、本市のまちづくりに関連する諸計画と連携しながら、総合的かつ計画的に空家

等に関する施策を推進し、市民が安全で安心して暮らせる生活環境を提供するため、「現計

画」を改訂し、新たに「第２次恵庭市空家等対策計画」を策定するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 節 計画改定の目的 
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本計画は、法第６条第１項の規定に基づき、本市の空家等対策の基本的な方針を示す計

画です。 

また「第５期恵庭市総合計画後期基本計画」を上位計画とし、「恵庭市都市計画マスター

プラン」や、「恵庭市住生活基本計画」などの関連諸計画との整合を図り策定します。 

 

             

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本計画の期間は、令和４年度から令和１３年度までの１０年間としますが、本計画は「第

５期恵庭市総合計画後期基本計画」の個別計画に位置付けられるとともに、関連諸計画と

の整合を図っていくことから、新たな課題や社会情勢の変化に応じて適宜見直しを行いま

す。 

<計画期間図> 
令和4年度

（2022）

令和5年度

（2023）

令和6年度

（2024）

令和7年度

（2025）

令和8年度

（2026）

令和9年度

（2027）

令和10年度

（20228）

令和11年度

（2029）

令和12年度

（2030）

令和13年度

（2031）

第5期恵庭市総合計画後期基本計画

恵庭市住生活基本計画

次期恵庭市総合計画前期基本計画

恵庭市都市計画マスタープラン

第2次恵庭市空家等対策計画

（令和4年度～令和13年度）

                                                       

       連携整合

即す

即す

第 2 節 計画の位置づけ 

第 3 節 計画の期間 
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本計画の対象とする空家等の範囲は、法第２条第１項に規定する「空家等」（敷地及び敷

地内の立木その他土地に定着する物を含む）及び第２条第２項に規定する「特定空家等」

を対象とします。また本計画の対象区域は、「市内全域」とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「居住その他の使用がなされていないことが常態」：物件等が長期間に亘って使用されていない状態を

いい、例えば概ね年間を通して建築物等の使用実績がないことは 1 つの基準と考えられると「空家等に関

する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針」で示されています。 

第 4 節 計画の対象とする空家等の種類と区域 
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第２章 空家等の現状と課題。。。。。。。。。。。。。。。。。。。              
 

 

1. 人口・世帯数の推移 

（１）総人口の見通し 

本市の人口は、緩やかな増加傾向にあり、令和３年１月現在で７０，０９７人となって

います。平成３０年に国立社会保障・人口問題研究所がまとめた人口推計結果を参考に、

令和元年に本市が策定した「恵庭市人口ビジョン２０１９」では、今後人口は緩やかに減

少に転じ、令和２２年度には６６，０００人になると見込まれています。 

 

（２）年齢３階層別人口の見通し 

令和３年１月現在での人口を年齢３階層別に見ていくと、本市の１４歳以下の年少人口

や１５～６４歳の生産人口は減少しています。一方で、６５歳以上の高齢者人口は増加を

続けており、その割合は２７．９５％となっています。また、１人の高齢者を２．１３人

の生産人口で支えている状態となっています。 

「恵庭市人口ビジョン２０１９」においても、こうした高齢化の傾向は今後も続くと予測

されており、令和２２年度には１人の高齢者を１．３９人の生産人口で支える状態になる

と見込まれています。 

 

（３）世帯数の見通し 

本市における総世帯数は、令和３年１月現在で３４，１３６世帯となっており、大きく

増加しています。一方で、単身世帯の増加によって、１世帯当たりの人員は２．０５人で

減少を続けており、この傾向は今後も続いていくと見込まれています。 

 

<本市独自推計の人口展望（総人口・年齢 3 区分別人口の推移）> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：恵庭市人口ビジョン 2019） 

第 1 節 空家等の現状 
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<本市の年齢別人口及び世帯数> 

 

（出典：総務省 住民基本台帳に基づく人口、人口動員及び世帯数 

恵庭市人口ビジョン 2019） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 本市における住宅の総数と居住の現状 

総務省統計局の「平成３０年住宅・土地統計調査」によると、本市の住宅総数は 

３３，５９０戸となっており、このうち居住がある住宅総数は２９，５２０戸、居住がな

く空家等となっている住宅総数は４，０７０戸となっております。 

 一方で、世帯数は３２，８１８世帯であることから、住宅数としては概ね充足している

と考えられます。 

 

<本市の住宅総数と居住状況>               <空家等の状況> 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：総務省統計局 平成 25・30 年住宅・土地統計調査）  

 

※売却…新築・中古問わず、売却のために空家等となっている住宅  

※二次的住宅…別荘など、普段住んでいる住宅とは別に人がいる住宅 

※賃貸…新築・中古問わず、賃貸のために空家等となっている住宅 

※その他…上記以外の住宅（転勤・長期入院などにより、居住世帯が不在の住宅）

総数 15歳未満 15～64歳 65歳以上 15歳未満 15～64歳 65歳以上 総数 人口/世帯

平成25年 68,797 9,412 43,891 15,494 13.7% 63.8% 22.5% 30,884 2.23

平成26年 68,893 9,281 43,640 15,972 13.5% 63.3% 23.2% 31,060 2.22

平成27年 68,956 9,269 42,957 16,730 13.4% 62.3% 24.3% 31,353 2.20

平成28年 68,834 9,158 42,324 17,352 13.3% 61.5% 25.2% 31,797 2.16

平成29年 69,227 9,091 42,246 17,890 13.1% 61.0% 25.8% 32,304 2.14

平成30年 69,521 9,018 42,074 18,429 13.0% 60.5% 26.5% 32,818 2.12

令和元年 69,850 8,921 42,039 18,890 12.8% 60.2% 27.0% 33,317 2.10

令和2年 70,049 8,895 41,952 19,202 12.7% 59.9% 27.4% 33,740 2.08

令和3年 70,097 8,765 41,737 19,595 12.5% 59.5% 28.0% 34,136 2.05

令和7年 69,826 8,593 39,993 21,240 12.3% 57.3% 30.4%

令和12年 68,851 8,600 38,130 22,121 12.5% 55.4% 32.1%

令和17年 67,461 8,478 35,980 23,003 12.6% 53.3% 34.1%

令和22年 66,000 8,410 33,501 24,089 12.7% 50.8% 36.5%

世帯数人　　口　（人） 割　　　合（％）

26,850戸（90.28％）

29,520戸（87.88％）

2,890戸

（9.72％）

4,070戸

（12.12％）

0 10,000 20,000 30,000 40,000

平成25年

平成30年

居住あり 居住なし

50戸

（1.23％） 20戸

（0.05％）

2,910戸

（71.50％）

1,090戸

（26.78％）

売却

二次的住宅

賃貸

その他

空家等総数 

4,070 戸 
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3. 全道・全国との空家等率の比較 

本市の空家等率は１２．１２％となっており、全道や全国と比較すると低い状況にあり

ますが、今後の人口減少社会の進行に伴って住宅需要も減少することが推察されるため、

空家等率は長期的に見ると上昇していくことが予想されます。 

空家等の類型別内訳をみると、本市は「賃貸用」が最も多くなっており、全道・全国と

比較して高い傾向にあります。 

 

<平成 30 年空家等率> 

 

 

 

 

 

 

 

 

<全国の類型別空家等数>            <北海道の類型別空家等数> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<平成 30 年用途別住宅総数> 

 

（出典：総務省統計局 平成 30 年住宅・土地統計調査）

総 　　数 二次的住宅 賃 貸 用 売 却 用 そ の 他 空家率

恵庭市 33,590 4,070 20 2,910 50 1,090 12.12%

北海道 2,807,200 379,800 8,900 204,600 9,000 157,300 13.53%

全国 62,407,400 8,488,600 381,000 4,327,200 293,200 3,487,200 13.60%

住 宅 総 数 空    き    家

293,200戸

（3.45％）

381,000戸

（4.49％）

4,327,200戸

（50.98％）

3,487,200戸

（41.08％）

売却

二次的住宅

賃貸

その他

空家等総数 

8,488,600 戸 

9,000戸

（2.37％）
8,900戸

（2.34％）

204,600戸

（53.87％）

157,300戸

（41.42％）

売却

二次的住宅

賃貸

その他

空家等総数 

379,800 戸 

12.12%

13.53%

13.60%

11.00% 11.50% 12.00% 12.50% 13.00% 13.50% 14.00%

恵庭市

北海道

全国
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4. 石狩管内各市の空家等率の比較 

 本市の空家等率と石狩管内各市の状況を比較しても、概ね全道・全国と同じ傾向にあり

ます。 

 

<石狩管内各市の空家等率> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<平成 30 年石狩管内各市の用途別住宅総数> 

 

（出典：総務省統計局 平成 30 年住宅・土地統計調査） 

 

 

 

 

 

 

総 　　数 二次 的住 宅 賃 貸 用 売 却 用 そ の 他 空家率

札幌市 1,051,400 125,400 2,100 76,100 2,900 44,300 11.93%

石狩市 25,980 2,790 110 970 60 1,650 10.74%

北広島市 25,060 1,670 20 740 20 880 6.66%

千歳市 47,830 6,250 300 4,460 160 1,330 13.07%

江別市 56,590 5,410 - 4,200 90 1,120 9.56%

恵庭市 33,590 4,070 20 2,910 50 1,090 12.12%

住 宅 総 数 空    き    家

11.93%

10.74%

6.66%

13.07%

9.56%

12.12%

0.00% 2.00% 4.00% 6.00% 8.00% 10.00% 12.00% 14.00%

札幌市

石狩市

北広島市

千歳市

江別市

恵庭市
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5. 空家等の実態把握 

本市の空家等の実態の把握は、庁内連携による居住に係る情報の収集や、市民からの通

報に基づく現地調査により把握し、空家等をデータベース化して管理しています。 

データベースに登録された空家等は、定期的な現地調査や所有者等に対しアンケート調

査を行うなど、実態の把握に努めるとともに今後の空家等の管理方法や利活用についての

意向を確認しています。 

 

<空家等の実態把握フロー> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）恵庭市空家等データベースの登録状況 

本市の空家等データベースの登録件数は、平成２８年度の運用開始以降年々増加してき

ており、令和２年度末で１３３件を登録し、そのうち２件を特定空家等として認定してい

ます。また、データベースに登録された空家等は、定期的な現地調査に基づき状況の把握

に努め、再居住や除却等を確認した場合、データベースから削除するなど随時更新して管

理しています。 

 

<空家等データベース登録件数（令和２年度末時点）>   

 

           居住がないことの確認

          利活用・除却の確認

データベースからの削除

所有者等への連絡・アンケート調査

適正管理依頼文の送付

職員による現地確認

庁内連携による情報収集
（水道閉栓情報など）

市民・地域からの情報

居住の把握（外観及び電気・水道等の状態確認）

空家等データベースへの登録

所有者等調査（庁内連携・関係機関）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 累計

新規登録件数 52 128 21 24 13 238

削除件数 12 19 3 16 55 105

特定空家等件数 0 0 0 0 2 2

登録件数 40 149 167 175 133
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（２）地区別・町別の空家等データベース登録数 

本市の令和２年度末時点での空家等データベースに登録されている空家等の地区別・町

別の内訳は以下のとおりとなっており、市内全域において、空家等が点在していることが

わかります。 

<空家等分布図> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<空家等データベース登録件数（町別）> 
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穂
栄
本
町
相
生
町

漁
町
泉
町
恵
南
島
松
仲
町

白
樺
町

末
広
町

住
吉
町

中
島
町

栄
恵
町

上
山
口

北
島
恵
央
町

黄
金
北

黄
金
南

桜
町
下
島
松

新
町
中
央
戸
磯
牧
場
美
咲
野

漁
太
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（３）所有者等アンケート調査結果 

令和３年度に本市で把握している空家等の所有者等に対してアンケート調査を実施し、

管理状況や今後の利活用の意向を確認しました。 

調査対象は令和３年１１月時点の空家等所有者等１０１人で、このうちの４４．５５％

である４５人から回答を得ました。 

※今回の意向調査は令和２年度末時点でデータベースに登録されている空家等１３３件の

うち、所有者等が死亡等により不明であるもの、特定空家等をはじめ既に指導を行ってい

るものは除きました。 

 

<アンケート結果> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 1（1）：現在、建物はどのような状態になっていますか。 

3

1

0

3

0

32

5

1

0 5 10 15 20 25 30 35

1. 自分または親族が住んでいる

2. 貸している

3. 売却済である

4. 解体済である

5. 不明または心当たりがない

6. 空家等となっている

7. その他

8. 無回答

17

15

1

0

1

4

0

0 5 10 15 20

1. 昭和５５年以前

2. 昭和５６年～平成２年

3. 平成３年～平成１３年

4. 平成１４年～平成２３年

5. 平成２４年以降

6. 不明

7. 無回答 問 2 以降は問 1 で 6・7・8 を回答した方のみ 

 建築の時期については、築年数が 30 年以上経過しているものが大多数を占めており、

建築物の老朽化が進みつつあることがわかります。 

現在の建物の状態については、45 人中 32 人から「空家等となっている」との回答を

得ました。 

問 2（1）：建築時期はいつ頃ですか。 
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10

4

5

0

2

5

5

0

6

1

0 2 4 6 8 10 12

1. 住人が死亡

2. 住人が施設入所・長期入院

3. 住人が転居

4. 転勤等で長期不在

5. 取得したが住人がいない

6. 貸していた人が転居

7. 取得したが住人がいない（相続）

8. 相続人確定の手続き中である

9. その他

10. 無回答

 空家等になった理由については、「住んでいた人が死亡したため」という回答が一番多

かったものの、多様な理由から空家等となったことがわかります。 

1

2

2

14

17

2

0

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18

1. １年未満

2. １年以上３年未満

3. ３年以上５年未満

4. ５年以上１０年未満

5. １０年以上

6. 不明

7. 無回答

 空家等になってからの経過年数については、空家等となって５年以上経過しているもの

が大半を占めている状況です。 

問 2（2）：空家等となってどのくらい経過しますか。 

問 2（3）：空家等になった理由は何ですか。 
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14

9

4

11

1

3

4

1

0 2 4 6 8 10 12 14 16

1. 困っていない

2. 管理の手間が大変

3. 身体的・年齢的な負担が大きい

4. 居住地からの距離が遠い

5. 管理を頼む相手を探すのが大変

6. 管理の費用が高い

7. その他

8. 無回答

5

10

17

5

0

1

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18

1. すぐに使用可能

2. 多少の修繕が必要だが活用可能

3. 老朽化や破損により活用は困難

4. わからない

5. その他

6. 無回答

 管理上の困りごとについては、最も多いのは「困っていない」との回答でしたが、多岐

に渡る困りごとが挙げられています。 

 空家等の状態については、「すぐに使用可能」との回答数は少数となりました。 

問 3（1）：管理をする上で困っていることはありますか。（複数回答） 

問 3（2）：現在、建築物を使用することは可能ですか。 
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12

19

11

8

10

7

9

0

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

1. 家の中の掃除

2. 庭の手入れ

3. 空気の入れ替え

4. 破損個所の簡単な修繕

5. 冬期間の除雪

6. 何も行っていない

7. その他

8. 無回答

17

2

5

4

0

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18

1. 所有者もしくは家族

2. 親戚・知人

3. 民間企業

4. その他

5. 無回答

 どのような管理を行っているかについては、「何も行っていない」との回答数は少数で

あり、大多数は何らかの維持管理を行っていることがわかります。 

 管理をしている人については、「所有者もしくは家族」が行っているとの回答が大多数

という結果になりました。 

問 3（3）：管理についてどのようなことを行っていますか。（複数回答） 

問 3（4）：管理はどなたが行っていますか。 
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問 4（1）：今後、空家等をどのようにされますか。 

7

3

6

7

7

2

2

3

1

0 2 4 6 8

1. １～２週間に１回程度

2. 月に１回程度

3. ２～３ヶ月に１回程度

4. 半年に１回程度

5. １年に１回程度

6. 数年に１回程度

7. 全く・ほとんどしたことがない

8. その他

9. 無回答

7

4

2

5

8

1

8

3

0

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

1. 売りたい

2. 貸したい

3. 将来自分または家族が住む

4. 二次的住宅等として利用する

5. 解体したい

6. 子・孫等に活用を任せる

7. 未定・予定なし（現状のまま）

8. その他

9. 無回答

 管理の頻度については、１カ月に１回以上の管理を行っていると回答した所有者は少数

でした。 

 空家等の今後の活用については、「将来自分または家族が住む」「二次的住宅・物置等として

使用する」との回答は少数であり大多数は何らかの活用を希望していることがわかります。 

問 3（5）：管理はどのくらいの頻度で行っていますか。 
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8

11

4

3

5

13

8

4

7

1

0 2 4 6 8 10 12 14

1. リフォームしないと活用できない

2. 荷物の処分に困っている

3. 相続問題等により対応できない

4. 所有していたが管理できない

5. 手放すか決められない

6. 解体費用がかかる

7. 売却・賃貸先が見つからない

8. どうしたらいいかわからない

9. その他

10. 無回答

9

4

5

9

6

10

0 2 4 6 8 10 12

1. 売却・賃貸先等の仲介業者情報

2. 活用事例等の情報

3. 修繕・改修に対する資金の援助

4. 解体に対する資金の援助

5. その他

6. 無回答

 空家等の活用に関する困りごとについては、「解体費用がかかる」ことをはじめ、多くの所有

者が何らかの悩みを抱えていることが分かりました。 

 市に対しての要望についても、資金援助や情報提供など、様々な要望が寄せられています。 

問 4（2）：今後の活用について困っていることはありますか。（複数回答） 

問 4（3）：今後の管理や活用にあたり、市に対してご要望があれば 

教えてください。（複数回答） 
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前節までの本市における空家等の現状を踏まえ、今後の空家等対策に取り組んでいくうえ

での課題を以下のように整理します。 

 

1. 空家等の現状の把握 

空家等による問題を把握し対応するため、市内における空家等の実態の把握と空家等の

所有者等の意向の確認など早期対応を行うことが必要です。 

2. 空家等の発生抑制 

人口減少社会を迎え、高齢者世帯の増加が見込まれることから、空家等は今後も増加す

る可能性があり、新たな空家等の発生抑制をする取り組みが必要です。 

3. 空家等の適正管理 

適正に管理されていない空家等は、地域の防犯・公衆衛生・景観等、様々な場面におい

て周辺の生活環境に悪影響を及ぼすことが考えられるため、所有者等が適正な管理をする

ことが必要です。 

4. 管理不全な空家等への対応 

管理不全な空家等は、火災や地震の発生による倒壊等により周辺住民への被害や災害時

に緊急避難経路を塞ぐおそれがあり、緊急的な保全措置や除却等が必要です。 

5. 空家等の利活用の促進 

空家等を地域の活性化につなげる有効な資源として捉え、所有者等が自ら有効活用する

ことや市場での流通が必要です。 

6. 多様な主体との連携 

空家等対策を地域全体の問題として捉え、係る対策に取り組むため所有者等を含む市民・

地域団体・関係団体・行政等の多様な主体が密接に連携することが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 節 空家等対策の課題 
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第３章 空家等対策の基本的方針__。____________ 

 

建物等は所有者の資産であり、所有者等の責務として適切に管理されることが基本です。 

法においても建築物等の所有者等は「周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう、空家

等の適切な管理に努めるものとする。」と規定されています。 

また、建物等は、まちの景観の形成に係る重要な要素として良好な状態で引き継がれて

いくことが必要であり、様々な事情により建築物等の所有者等が不在となり空家等になっ

た場合には、管理不全とならないように対処する必要があります。 

近年においては、高齢化社会の進展や世帯構成の多様化などにより所有者等の死亡をき

っかけとして、相続されないまま適切に管理されない空家等が増加し、倒壊の危険性や草

木の繁茂等による地域の生活環境の悪化等の問題も発生しています。 

今後、全国的な人口減少社会を迎え、住宅需要は減少していくことが予測される一方で、

本市の人口は現在も微増しており、今後も一定程度の新築住宅の需要が見込まれる反面、

住宅総数は充足されていることから、今後、空家等は増加していくことが予測されます。 

本市では、こうした状況を踏まえ、空家等の適切な管理は所有者等が第一義的な責任を

有することを前提として、管理意識の醸成や管理不全な空家等の解消に向けた啓発を図り、

空家等の発生抑制と利活用の促進を図るとともに、市民や地域団体並びに関係団体等と連

携して空家等に対する施策を進めていくこととします。 

 

 

本計画の推進にあたり、具体的な数値目標を設定するとともに、施策推進の効果と進捗

状況の確認を行います。 

人口減少や世帯構成の多様化など社会情勢の変化の中で、周辺の生活環境に悪影響を及

ぼさないよう、新たな空家等の発生抑制をし、空家等の適正な管理意識の醸成や保全措置

の実施、除却等により空家等の解消を進めるとともに、空家等の流通や利活用を促進する

ため、多様な主体との連携を図り、市民の安全・安心な生活環境の確保が図られるよう、

空家等率の減少を目指します。 

 

<恵庭市空家等率目標数値> 

 

 

 

 

平成３０年度（２０１８年）

１２．１２％

令和１３年度（２０３１年）

１２．１２％未満

　１３年後

第 1 節 空家等に対する基本的な考え方 

第 2 節 計画の目標 
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空家等に対する基本的な考え方及び計画の目標を踏まえ、以下に掲げる基本的方針に基

づき総合的かつ計画的に空家等対策を実施します。 
 

1. 空家等の現状把握と発生抑制 

市内における空家等の実態の把握並びに空家等の所有者等の対策の方向性や意向の把握

に努めるとともに、管理手法に係る情報提供や管理責任についての意識醸成のための啓発

を図り、新たな空家等の発生抑制を目指します。 

2. 空家等の適正管理の促進 

建物等の所有者等の管理責任の原則に基づき、空家等の管理に係る情報提供を行うほか、

改善指導を通じて適正な管理を促します。 

3. 管理不全空家等及び特定空家等に対する措置 

管理不全となり、周辺の生活環境に悪影響を及ぼしている空家等への対応は緊急性を要

するため、条例に基づく保全措置等や法に基づく助言・指導・勧告・命令及び行政代執行

等の措置を実施します。 

4. 空家等の利活用の促進 

空家等は活用方法により、地域の住環境の向上や活性化につながるものとして捉え、不

動産業者と利活用を望む所有者等への情報提供やマッチング等の検討のほか、空家等対策

と他の施策との連携を図り、まちづくりに資する空家等の利活用を促進します。 

5. 多様な主体との連携 

空家等の問題を地域全体の問題として捉え、空家等の発生の抑制や空家等対策の早期解

決につなげるよう、所有者等を含む市民・地域団体・関係団体・行政等の多様な主体が密

接に連携するとともに情報を共有する体制を構築します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3 節 空家等対策の基本的方針 
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本市の空家等対策の具体的施策については、以下の体系により実施します。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．空家等の現状把握と発生抑制 

実態調査と空家等データベースの更新 

管理不全空家等の発生抑制   

新たな空家等の発生抑制 

空家等の適正管理と意向調査 

所有者等不明の空家等への対応   

２．空家等の適正管理の促進 

空家等の耐震化等の支援 

４．空家等の利活用の促進 

空家等の利活用の相談体制の構築  

空家等の不動産流通の促進 

３．管理不全空家等及び特定空家等に

対する措置 

条例に基づく措置 

法に基づく措置  

地域団体等との連携  

協定締結団体との連携 

5．多様な主体との連携 

第 4 節 基本的方針に基づく施策の体系 
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<空家化の流れと計画の基本方針> 

住民の暮らしや年代に合わせ、建築物の状態も変化していきます。住民のライフステー

ジに合わせた対策を行っていくことが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第４章 基本的方針に基づく具体的な施策 

- 21 - 
 

第4 章 基本的方針に基づく具体的な施策。。。 。。 

 

建物等の所有者等の転居や施設等への入所は、空家等の発生の要因となり、放置等によ

り管理不全となる空家等の発生を抑制していくことが重要となるため、市内の空家等の実

態を把握し、新たな空家等の発生を予防・抑制するために必要な施策を推進します。 

 

1.  実態調査と空家等データベースの更新 

（1）実態調査の実施 

■市内の建物等の居住状況について、庁内連携による水道閉栓データ等により居住され

ていない建物等を抽出して、その実態について現地調査を行い空家等の把握に努めます。 

■町内会や市民等から通報された空家等の実態について、現地調査を行い空家等の把 

握に努めます。 

（2）空家等データベースの更新 

■空家等実態調査に基づき、随時、空家等データベースを更新・管理するとともに、各

空家等の状況について個別票へ記録し、管理に努めます。 

■空家等データベースに登録されている空家等のうち、特に管理状況が悪い状態の空家

等の的確な状態の把握に努めます。 

 

2. 管理不全空家等の発生抑制 

（1）市ホームページや広報等における情報発信 

市のホームページや広報・町内会回覧等を通じて、空家等の所有者等に対し住宅の管理

や支援制度についての情報提供を行い適切な管理を促します。 

（2）リーフレットや冊子を活用した意識啓発 

空家等の所有者等に対し住宅資産の管理意識の啓発を図るため、適正管理に関するリー

フレットや冊子の作成・配布するなど情報提供を行います。 

（3）固定資産税・都市計画税納税通知書の送付に合わせた情報発信 

建物等の所有者等に対する情報発信として「固定資産税・都市計画税納税通知書」に空

家等関連情報のリーフレット等を同封するなどの啓発を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 節 空家等の現状把握と発生抑制 
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（4）相続やリフォームにおける税控除等の情報提供 

空家等を相続した後に建物等を譲渡した場合の空家等の発生を抑制するための特例措置 

や、耐震・省エネ・バリアフリー等のリフォームをした場合の税控除など、空家等となる

前の段階において利活用を促す啓発を行います。 

 

<被相続人居住用財産売却の特例> 

空家等となった被相続人の旧耐震基準（昭和５６（１９８１）年５月３１日以前に建築）

の住宅を相続した相続人が、耐震リフォーム又は解体して更地にして売却した場合、譲渡

所得の金額から３，０００万円が特別控除され、所得税が軽減されます。 

 

 

 

 

 

 

 

<住宅取得控除> 

 

<住宅借入金等特別控除> 

住宅ローン等でマイホームの新築、購入、増改築をした場合に、一定の条件に当てはま

れば、所得税の税控除を受けることができます。 

<住宅耐震改修特別控除> 

 個人が一定の期間中に、自己の居住の用に供する旧耐震基準（昭和５６（１９８１）年

５月３１日以前に建築）の家屋について住宅耐震改修をした場合には、一定の金額をその

年分の所得税額から控除することができます。 

（5）相談窓口の開設 

空家等に関する対策や相続、修繕、利活用など、多岐にわたる空家等に関する相談につ 

いて、弁護士や司法書士のほか不動産鑑定士などの専門家や関係団体等との連携を強化し、 

助言・提案を行うことができる窓口の開設を検討します。 
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3. 新たな空家等の発生の抑制 

（1）相続登記の啓発 

所有者等の死後に、建物等の権利関係の承継が行われず、所有権が複雑化して管理不全

な空家等となることを防止するため、相続登記に関する啓発リーフレット等を、死亡届提

出時やおくやみ窓口の利用者のほか、セミナーの開催時に配布するなど相続登記の促進に

努めます。 

（2）エンディングノートを活用した発生の抑制 

所有者等に対して「建物等の終活」について自身で考える機会の創出や親族間で話し合

う場を設けることで空家等の発生の抑制につなげるため、関係機関と連携してエンディン

グノートの活用を啓発します。 

※エンディングノート：自身の終末期について記したノートで、自身の判断能力や意思疎通能力が喪失し 

た場合や病気や不慮の事故にあった場合の万が一の事態に備えるため、延命措置や介護、葬儀、お墓、ペ 

ットなどの希望や家族への伝言、連絡したい知人等を記しておくノート。 

（3）住宅に関する支援制度の啓発 

本市で行っている住宅に関する各種支援制度について情報提供を行い、建物等の改修を

促し空家等の発生の抑制に努めます。 

■住宅改修助成制度：介護認定を受けている方を対象とした住宅への手摺の取り付け・ 

段差解消等の改修費用を助成します（対象費用の上限 20 万円）。 

■木造住宅耐震診断・耐震改修助成制度：昭和５６年５月３１日以前に建てられた木造

住宅に対し、耐震診断費用の補助を行います。（対象費用の上限７万円）。また、所有者

等自ら居住し、耐震改修を行った場合、その改修費用の補助を行います。（対象費用の上

限５０万円）。 

（4）居住者向けセミナーや相談会の開催 

高齢化社会の進展に伴い生じる建物等の所有権に係る問題は、将来相続人となり得る家

族や親族など、多くの方が当事者となり得る問題です。建物等の適正な管理や資産の活用、

相続等は当事者が意識をもって将来について考えることが重要であり、空家等となる前の

段階での問題解決を図るため、セミナーや相談会の開催について検討します。 

（5）空家等の発生の未然防止 

所有者等が市内外の施設へ入所し、現に居住していない建物等になっているなど、将来

的に空家等になる可能性が高い建物等に係る所有者等の情報を効率的に収集し、空家等の

発生の未然防止に努めます。 
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空家等は個人の資産であることから所有者等の責任において適切に管理する義務があり

ます。そのため、空家等が周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう、所有者等に対し適

正な管理を促します。 

 

1. 空家等の適正管理と意向調査 

（1）所有者等への適正管理依頼 

建物等の放置による空家等化は、損壊や倒壊の危険性や犯罪の温床による治安の悪化、

廃棄物の不法投棄による悪臭の発生や公衆衛生・景観の悪化など、周辺の生活環境の悪影

響につながるため、空家等の所有者等に対し現状を伝えるとともに改善通知を送付し、適

正管理を促します。 

（2）空家等管理代行に係る情報提供 

空家等の所有者等に対し、空家等の定期巡回や室内の管理のほか、敷地内の庭木の剪定

や除草等の管理代行サービスに係る情報提供を行います。 

（3）空家等所有者等へのアンケート調査の実施 

空家等の所有者等に対し、今後の空家等の利活用や管理等の意向を確認するため、定期

的にアンケート調査を行います。その際、所有する空家等の現状を伝えるとともに改善を

求め、適正管理を促します。 

 

2. 所有者等不明の空家等への対応 

（1）所有者等の把握 

空家等の所有者等の特定が難しい場合には、法の規定に基づき庁内外の様々な関係部署

との連携により課税、戸籍、登記情報等を収集し、所有者等の特定に努めます。 

（2）空家等に関する情報の収集 

所有者等が住所等を変更せず市内外の施設へ入所するケースにおいては、町内会及び民

生委員との連携のほか、利用する医療保険等データの活用等、所有者等を特定するための

連携体制の構築に努めます。 

（3）相続財産管理人制度の活用 

空家等の相続人が不明である場合、長期間に渡り空家等が放置され荒廃することが予測

されることから、状況に応じて相続財産管理人制度の活用について検討します。 

 

 

 

 

 

 

第 2 節 空家等の適正管理の促進 
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空家等が放置され、管理不全な状態や特定空家等に該当する場合、周辺の生活環境に深

刻な影響を及ぼす恐れがあることから、法及び条例の規定に基づき所有者等への必要な措

置を行います。 

 

1. 条例に基づく措置 

条例では法に定めのない、空家等の適正な管理に関し必要な事項を定めることにより、

良好な生活環境の保全を図ることとしています。 

 

（1）軽微な措置 

空家等の状態に起因して、地域における防犯上又は生活環境の保全を図るための支障を 

除去又は、軽減すると認められる場合に限り、市が当該措置を行うことができる旨を定め

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）緊急保全措置 

空家等の状態に起因して、市民等の生命、身体又は財産に危害を及ぼすおそれを防ぐた

めに緊急に対応する必要がある場合に限り、市が必要最低限の措置を行うことができる旨

を定めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【条例 軽微な措置】 

第 8 条 市長は、次に掲げる措置を講ずることにより地域における防犯上又は生活環境上の

支障を除去し、又は軽減することができると認められる場合に限り、当該措置を自ら行い、

又はその命じた者若しくは委任した者に行わせることができる。 

（1）開放されている門扉又は窓その他開口部の閉鎖 

（2）空家等に起因する落下物等の移動 

（3）空家等への立入りが禁止であることの表示又は空家等へ近寄ることが危険であること

の注意喚起の表示 

【条例 緊急保全措置】 

第７条 市長は空家等の状態に起因して、市民等の生命、身体または財産に危害を及ぼし、

又はそのおそれがあり、所有者等に必要な措置を行わせる時間的余裕がなく緊急に当該措置

を行う必要がある場合に限り、当該危害の拡大を防ぎ、又は予防するための必要最低限の措

置を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者に行わせることができる。 

 

第 3 節 管理不全空家等及び特定空家等に対する措置 
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（3）審議会の設置 

 空家等の適正な管理の推進を図るため、特定空家等の認定及び法第 14 条第 3 項（命令） 

及び第 9 項（代執行）並びに同条第 10 項（略式代執行）の規定に基づき市が行う措置を 

審査する機関として、恵庭市空家等対策審議会を設置し、行政外部の第 3 者の意見を参考

として公平性及び客観性を担保しつつ、審議を行います。 

審議会の構成委員は、法律、不動産、建築等に関する学識経験を有する者のうちから、

市長が委嘱を行います。 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【条例 審議会の設置】 

 第 10 条 本市における空家等の適正な管理の推進を図るため、恵庭市空家等対策審議会

（以下「審議会」という。）を設置する。 

2 審議会は、次に掲げる事項について審議する。 

（1）特定空家等の認定に関すること。 

（2）法第 14 条第 3 項、第 9 項及び第 10 項の規定により市長が実施する措置に関するこ

と。 

（3）前 2 号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項。 
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2. 法に基づく措置 

法では、適切な管理が行われていない空家等が防犯、公衆衛生、景観等の周辺の生活環

境に深刻な影響を及ぼすことから、地域住民の生命、身体又は財産を保護するとともにそ

の生活環境の保全を図るため、特定空家等に対する措置を以下のように規定しています。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【法 特定空家等に関する措置】 

 第 14 条 市長村長は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、除却、

修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置（そのまま放置

すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそ

れのある状態にない特定空家等は建築物の除却を除く。次項において同じ。）をとるよう助

言又は指導をすることができる。 

2 市長村長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該特定空家等

の状態が改善されていないと認めるときは、当該助言又は指導を受けたものに対し、相手

の猶予期間をつけて、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るため

に必要な措置をとることを勧告することができる。 

3 市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措

置をとらなかった場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、相手の

猶予期間を付けて、その勧告に係る措置をとることを命ずることができる。 

4～8（略） 

9 市町村長は、第三項の規定のより必要な措置を命じた場合において、その措置を命ぜら

れた者がその措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行しても同項の期

限までに完了する見込みがないときは、行政代執行法（昭和二十三年法律第四十三号）の

定めるところに従い、自ら義務者のなすべき行為をし、又は第三者をしてこれをさせるこ

とができる。 

10 第三項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくてその措

置を命ぜられるべき者を確知することができないとき（過失がなくて第一項の助言若しく

は指導又は第ニ項の勧告が行われるべき者を確知することができないため、第三項に定め

る手続により命令を行うことができないときを含む。）は、市町村長は、その者の負担にお

いて、その措置を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者に行わせることができ

る。この場合においては、相当の期限を定めて、その措置を行うべき旨及びその期限まで

に措置を行わないときは、市町村長又はその命じた者若しくは委任した者がその措置を行

うべき旨をあらかじめ公告しなければならない。 
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3. 特定空家等の認定 

特定空家等に対する措置については、国が定める「特定空家等に対する措置」に関する

適切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン）に基づき「恵庭市空家等対策庁内検

討会議」（以下「庁内検討会議」という。）に設置する「特定空家等調査部会」において、

現地調査を行うとともに特定空家等判定調査票を用いて庁内検討会議で審査し、特定空家

等に認定すべきとする空家等について審議会の意見に基づき総合的に判断します。 

 

<特定空家等の認定基準> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                 上記を基に点数化

     【審議会の開催】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【庁内検討会議の開催】

 庁内検討会議の結果を審議会に諮問　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　現地調査により作成した調査票を基に、

（恵庭市空家等の適正な管理に関する条例）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　特定空家等に認定するか判断
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（恵庭市空家等対策庁内検討会議設置要綱）

　　特定空家等に認定

・基礎（外周基礎）

・軸組（1階柱）

・仕上材

（外壁仕上面）

・屋根

損傷度（目視）

による判定
建物本体

以外の判定

そのまま放置

すれば著しく

有害となる恐

れのある状態

の判断

適正な管理が
行われていな

いことにより
著しく景観を

損なっている
状態の判断

周辺の生活環
境の保全を図

るために放置
することが不

適切である状
態の判断

総合判定

・アスベスト

等の状況

・浄化槽等の放置

や排水の流出に

よる臭気等の影響

・ごみの放置等によ

る臭気

・屋根、外壁、看板

窓ガラス等が汚損

や破損し放置されて

いる

・立木等が建築物を

覆っている

・敷地内にごみ等が

散乱している

・立木の腐朽、倒壊

枝折れ等による影響

・害虫、害獣発生

による影響

・建築物や工作物の

不適切管理による

影響

・落雪等による影響

・門

・塀

・擁壁

・看板

・煙突

・屋外階段または

バルコニー

・車庫

・物置

・その他工作物
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空家等は今後、人口減少社会を迎え増加することが予想されますが、住宅の確保や利活

用に関する多様なニーズと空家等の市場への適正な流通を結びつけ、空家等の発生抑制と

地域活力の維持・向上につながる仕組みづくりの構築を目指します。 

 

1. 空家等の利活用に関する相談体制等の構築 

（1）利活用に関する相談機関の情報提供 

空家等の利活用に関する相談内容に応じて、域内の不動産事業者や「北海道宅地建物取

引業協会」のほか、必要に応じた相談窓口に関する情報提供を行います。 

 

2. 空家等の不動産流通の促進 

（1）居住者向け住み替えセミナー・相談会の開催 

空家等にしないための活用術や賃貸物件としての流通・売却の流れなどに関するセミナ 

ー・相談会を開催し、空家等の円滑な流通に努めます。 

（2）オーダーメイドツアーの開催 

本市への移住・定住を検討されている方を対象として、希望者のオーダーに沿った市内 

の施設等を案内するツアーの一環として、住宅（空家等）に関する情報提供を行い流通

の促進に努めます。 

（3）関係団体との連携 

空家等の所有者等の承諾を得たうえで、今後の利活用に関する意向を関係団体等へ情報

提供する仕組みを検討します。 

（4）マイホーム借上げ制度の普及・促進 

年齢とともに変化する家族構成により、住み替えを考えている中高年世帯等の住宅を、

子育て世帯のゆとりのある住居を求める世代等へ賃借し、空家等とならないよう住宅の利

活用を促進する「マイホーム借り上げ制度」の周知を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：一般社団法人 移住・住みかえ支援機構） 

 

第 4 節 空家等の利活用の促進 
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（5）セーフティーネット住宅制度の検討 

空家等の所有者等に対し、必要に応じてセーフティーネット住宅に関する情報提供を行

います。 

 ※セーフティーネット住宅：高齢者や子育て世帯、障がいのある方、所得の低い方など、住まい探しにお

困りの方の入居を受け入れる住宅として登録された住宅のこと。 

 

3. 空家等の耐震化等の支援 

（1）木造住宅耐震診断・耐震改修補助事業（再掲） 
空家等を市場に流通させるためには、住宅として適正に評価されるための品質と性能が

示されることが必要です。本市では、耐震診断や耐震改修を行った場合にその費用の補助

を行います。 

※対象：昭和 56 年 5 月 31 日以前に建てられた木造戸建住宅（2 階建て以下） 

※耐震診断：上限 7 万円 

※耐震改修：改修工事の金額に応じて上限 50 万円 

（2）除却費用助成制度の検討 

倒壊等のおそれがあり、周辺の生活環境に深刻な影響を及ぼす空家等となることを防

ぎ、除却後の土地の利活用や市場流通を促進させるため、空家等の除却費用を助成する 

制度の創出を検討します。 
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空家等に起因する様々な問題を、地域の問題として多様な主体が情報を共有し、空家等

の発生抑制や早期発見・早期解決に努めます。 

 

1. 地域団体との連携 

町内会や民生委員等と連携することにより、空家等の所有者等の情報を効率的に収集し

て早期発見・発生の抑制に努めるとともに、空家等に起因する問題を整理・把握して、所

有者等への様々な対応を行い早期解決に努めます。 

 

2. 関係諸団体との連携 

空家等対策の推進のため、令和２年度に札幌司法書士会、北海道宅地建物取引業協会、

全日本不動産協会北海道本部、札幌土地家屋調査士会の４団体と協定を締結し、情報の共

有や広報による啓発など、相互が協力して空家等問題に取り組んでいます。今後も引き続

き、様々な専門分野における団体と連携を継続していくことで、空家等の所有者等が持つ

悩みや問題に対し、適切な情報提供や相談窓口を紹介する等の取り組みを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

空家等の所有者等 

対応 
相談 

●札幌司法書士会 

・相続や登記に関する相談 

・登記や境界の確認に関する相談 

●札幌土地家屋調査士会 

●恵庭市 

・協定締結団体との調整作業 
・空家等に関する相談窓口 

●公益社団法人 
北海道宅地建物取引業協会 

・空家等の売買や利活用に関する相談 

・空家等の売買や利活用に関する相談 

 

●公益社団法人 
全日本不動産協会北海道本部 

●民生委員 ほか 

●町内会 

第 5 節 多様な主体との連携 
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第５章 施策を実施するための体制ｌｌｌｌｌｌ        

 

空家等に関する相談は、地域の防災・防犯・公衆衛生など分野横断的で多岐に渡るため、

本市の様々な関係部署が密接に連携して対応する必要があります。そのため、生活環境課

が総合窓口として、その内容に応じて関係部署や外部の専門家・関係団体と連携して対応

していきます。 

また、空家等に関する情報や対策を関係部署で共有し協議する組織として庁内検討会議

を設置し、連携体制を確保します。 

 

1. 関連部署連携による空家等に関する相談体制のイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【所有者等】

　総合窓口（生活環境課）

　　　　連携

　　　連携

　　　　　連絡・相談　　　回答・助言等　　　　

　　　

　　【地域住民・地域団体】

・空家等を処分・解体したい　　・危険な空家等がある　　　　　・空家等を利用したい
・空家等を利活用したい　　　　・地域で活用したい　　　　　　・空家等を購入したい

【市民・事業者等】

　　　【庁内検討会議】

総務課　基地・防災課　財政課
税務課　環境課　廃棄物管理課
まちづくり推進課　経営管理課
予防課　住宅課　商工労働課
債権管理課　市民生活課
　　　　　（令和3年4月現在）

　　　　〇札幌司法書士
　　　　・相続や登記に関する相談

　　　　〇札幌土地家屋調査士会
　　　　・登記や境界の確認に関する相談

　　　　〇公益社団法人　北海道宅地建物取引業協会
　　　　〇公益社団法人　全日本不動産協会北海道本部
　　　　・空家等の売買・利活用に関する相談

　　　　　　　　　　　　　　回答・助言等

相談者

恵庭市

第 1 節 空家等対策の実施体制 



第 5 章 施策を実施するための体制 

- 33 - 
 

 

2. 協議機関の設置 

空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、空家等対策計画の作成及び変

更並びに実施に関する協議を行う「恵庭市空家等対策協議会」と、特定空家等の認定や措

置等を審議する「恵庭市空家等対策審議会」をそれぞれ設置し、必要に応じて協議を行い

ます。 

 

<協議会と審議会> 

 

正式名称 恵庭市空家等対策協議会 恵庭市空家等対策審議会 

法及び条例 法第７条第１項 条例第 10 条 

構成者 市長・地域住民・法務・不動産・建築・ 

福祉等に関する学識経験者 

法律・不動産・建築等に関する専門知識

を有する者（市長が委嘱） 

内容 市が講じる空家等対策について 市が講じる空家等対策のうち特定空家

等について 

協議事項 ①空家等対策計画の作成及び変更に関

すること。 

②その他協議会において必要と認めら

れる事項。 

①特定空家等の認定に関すること。 

②法第 14 条第３項及び第９項並びに第

10 項の規定により市長が講じる措置

に関すること。 

③その他市長が必要と認める事項。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第 5 章 施策を実施するための体制 

- 34 - 
 

 

 

3. 法及び条例に基づく対応の流れ 

法及び条例に基づく対応の流れを以下のように示します。 

 

空家等実態調査及び市民からの情報提供 

適正管理依頼文送付 

空家等実態調査（法第９条） 

空家等が管理不全な状態であると認められる場合 

（所有者等判明） 

（所有者等不明） 

（所有者等対応なし） 

特定空家等の審議会（審議・答申）（条例に規定） 
（認定・代執行に係る意見を聴く） 

 

諮問・答申 

保全措置（条例に規定） 
（費用は所有者等負担） 

特定空家等の認定・行政代執行の実施（審議会へ諮問） 

助言・指導（法第 14 条第 1 項） 

勧告（法第 14 条第 2 項） 

固定資産税・都市計画税の住宅用地

特例からの除外 

命令（法第 14 条第 3 項） 
命令内容の公表・公示 

行政代執行（法第 14 条第 9 項） 
費用は所有者等負担（強制徴収可） 

略式代執行（法第 14 条第 10 項） 
費用は所有者等負担（強制徴収不可） 

諮問・答申 

（保全措置の必要がある場合） 

特定空家認定庁内会議 

（特定空家等の認定に係る庁内判定調査） 
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1. 実施スケジュール 

本計画における施策の実施スケジュールは、下表のとおり各施策を継続的に行っていく

こととします。 

 

 

 

具体的な施策 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

実態調査の実施

空家等データベースの更新

市HPや広報等における情報発信

リーフレットや冊子を活かした意識啓発

固定資産税等の送付に合わせた情報発信

相続やリフォームにおける税控除等の情報提供 検討

相談窓口の開設

相続の登記の啓発

エンディングノートを活用した発生の抑制 検討

住宅に関する支援制度の啓発 検討

居住者向けセミナーや相談会の開催 検討

空家等の発生の未然防止 検討

所有者等への適正管理依頼

空家等管理代行に係る情報提供

空家等所有者等へのアンケート調査の実施

所有者等の把握

空家等に関する情報の収集 検討

相続財産管理人制度の活用

軽微な措置

緊急保全措置

審議会の設置

法に基づく措置 法に基づく措置

利活用の相談体制の構築 利活用の相談体制の構築

居住者向けセミナーや相談会の開催 検討

オーダーメイドツアーの開催

関係団体との連携

マイホーム借り上げ制度の普及・促進 検討

セーフティーネット住宅制度の検討

木造住宅耐震診断・耐震改修補助事業

除却費用助成制度の検討

地域団体との連携 地域団体との連携

協定締結団体との連携 協定締結団体との連携

　3.　管理不全空家等及び特定空家等に対する措置

方針・施策

　1.　現状の把握と発生の抑制

実態調査とデータベースの更新

管理不全空家等の発生の抑制

新たな空家等の発生の抑制

　2.　適正管理の促進

適正管理と意向調査

所有者不明空家等への対応

　5.　多様な主体との連携

検討

条例に基づく措置

　4.　空家等の利活用の促進

不動産流通の促進

耐震化等の支援

希望者に合わせ随時開催

随時実施

随時実施

実施

実施

実施

実施

実施

実施

実施

実施

実施

実施

随時実施

実施

随時実施

随時実施

実施

実施

必要に応じて実施

必要に応じて実施

必要に応じて実施

必要に応じて実施

実施

実施

実施

実施

制度創設後実施

実施

実施

実施

実施

第 2 節 実施スケジュールと進捗管理 
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2. PDCA サイクルによる進捗管理 

本計画の目標を達成させるため、実行する施策を PDCA サイクルにより継続的に評価・

分析を行い、必要に応じて施策の改善を図るとともに、計画の見直しを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

PDCA

サイクル

Do（実行）

施策を実行し、その効

果を測定する

Plan（計画）

目標の設定と達成の

ための施策・体制を

整備

Action（改善）

課題や問題点について

改善・対策を行い計画に

反映

Check（評価）

目標と実績の差異を把

握し、実施した施策の

評価・分析
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